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l）のタイプは，小規模投資不安定部門志向型であ

り，展開の経路に種々の相違があるにしても将来の経

営志向をⅥとするもので，価格が不安定であるが，収

益性の高い野菜専作経営志向タイプである。

ii）のタイプは，大規模投資安定部門志向型であり．

経営志向の目標をⅠとするもので，経営規模の拡大を

しようとすれば，投資額が大きく，しかも収益は著し

く高くないが．安定した経営となる酪農やホップ作経

営志向タイプとみられる。

iii）のタイプは．大規模投資安定部門と小規模投資

不安定部門との複合経営志向型であり，経営志向の目

標を当面17とするもので，1）タイプとii）タイプの持

っている高い収益性と安定性の両方を兼ね備えた経営

を目標とするもので，規模拡大における投資額を低く

抑えて，収益性を高めるために酪農やホップ作と野菜

の複合経営志向型である。

iV）のタイプは，小規模投資安定部門と小規模投資

不安定部門との複合経営志向型であり，経営志向の目

標をVとするもので．投資額を低く抑えて安定ではあ

るが収益があまり高くない部門に不安定ではあるが収

益性の高い部門を組み合わせ所得の向上を図るため稲

作やタバコ作と野菜の複合経営志向型である。

このような4つの経営志向型の中で，iii）のタイプの

事例が多く．畑作経営における経営展開の方向の大勢

を示している。

もちろん畑作経営一般としては，この他に種々のタ

イプがあり，それぞれ展開の方向を異にするものと思

われるが，少なくとも畑作経営として自立化を図ろう

とすれば商品畑作目の規模拡大が必要であり，そのた

めには土地面若の拡大投資を除いても固定投資額の大

小が問題となり，同時に或る程度の収益性の水準とと

もに商品作目の価格の安定性が問題となろう。

畑作経営の展開と土壌改造の意義

第5報　畑作経営の展開における作目変換の特徴

村　上　菅太郎
（岩手県農業試験場）

1　ま　え　が　き

第1報，第2報参照

2　試　験　方　法

第1報，第2報参照

5　試　験　結　果

1経営展開のタイプ分類とタイプ別土壌改造の

意義

第2報の第4蓑に示したように畑作経営の将来目標

を大きく4つに分類できるが，更にその展開の過程も

含めて分類すると第1表のように11のタイプに細分

される。

まず，過去に大規模な投資部門を持っていたか否か

により2つに分類でき，大投資のなかったタイプでは

Ⅵを目標とするものとVを目標にするグループに区分

される。一方，過去に大投資部門のあったタイプでは

更に小規模投資不安定部門を排除してゆくグループと

大規模投資安定部門を排除してゆくグループ及び大投

賛部門と小規模投資不安定部門を共に持つ経営を日ざ

すグループの5つに分類できる。また，これら各グル

ープはそれぞれ5つに細分可能である。

以上のように11タイプごとに土塀改造の持つ意味が

異なる。

①②のように過去に大投資のなかったタイプでは農

家の経済力が弱いか，又は，補助事業などに恵まれず

大投資部門への転換の契機がなかった農家に見られ，

経営展開の過程で土壌改造の導入により安定的な栽培

を可能にし，野菜部門の追加と拡大を促したことに意

義がある。

③④⑤のように大投資部門を有し，野菜部門を一時

的に追加したが，その後排除してゆくタイプであり，

このタイプでは安定的な部門を拡大する過程で投資力

がなく停滞した時期に所得の確保をしっゝ安定的な部

門を拡大する準備段階で土壌改造技術は経営の再生産

を促す重要な役割を果たしている。

⑥⑦⑧のように大投資部門を排除してゆくタイプに

あっては，酪農などの固定投資額の大きい部門を有し

ながらも投資余力がなく，しかも今後その部門拡大の
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展望を持ち得ない農家であり，経営の転換を野菜作に

求めたタイプであり，経営の転換を容易になし得たこ

とにこの技術の価値が兄いだせる。

⑨⑲⑯のように大投資部門と野菜作との複合経営で

は経営の安定性と収益性を共に確保すると云う経営で

第1蓑　経営展開のタイプ分類とその事例

あり，重要な複次部門として収益の高い野菜作が必要

となり．生産力の水準が重要性を増す。そういった野

菜作の永続的な生産力の維持にとって土壌改造は重要

な意義を有し，しかも地力維持にとって酪農との複合

は有利となろう。

経 営 展 開 の タ　イ　プ 農　　　　　 家　　　　 例

大部 な

投
小投資 不安定部門 のみ 皿・一一＞Ⅴ ・一一→■Ⅵ 小 0 － 5 ， 0 － 2

資門 し 小投資 不安定 部門追加 Ⅱ一一日・H 一一一き1V 十 U － 5 ，ロー 4 ， A － 2 ， A － 1 1

大

投

資

部

門

あ

り

小定

投 部
資 門

不排
安 除

大 投　 資　 部　 門　 拡　 大 皿→ Ⅴ →－廿や l 十 0　－ 8 ， A － 7

大投資部 門　＋安定 小投資部門
Ⅷ日 日 一一一・きJⅢ ④ A － 8 ， A － 9 ， A － 1 0

安 定 小 投 資 部 門 拡 大 Ⅰ一一一一一一1－さⅠ ⑤ D － 1

大排

投
資

部
門瞼

安 定 小 投 資 部 門

小投 資不安定 部門追加
Ⅱ一一一＞－∬→ Ⅴ ⑥ A － 1 ， D － 2 ，ロ ー 5

小投資 不安 定部門のみ Ⅰ・．・．・・与 lV ▲一一一さⅥ ⑦ 0 － 4 ， 0 － 5

小 投 資 不 安 定 部 門 Ⅱ一声 Ⅰ→ Ⅵ （砂 0 － 1

大投 大 投 資　 部　 門　 先　 行
皿→ Ⅰ一一手▼Ⅳ

⑨
Ⅹ－ 1 ，Ⅹ－ 2 ，正一 5 ， 0 － 8 ， 0 －

投 資
資 不

部安
門定

＋部
小 門

Ⅱ一一，さ　Ⅱ一→・Ⅳ 1 0 ， 0 － 7 ， A － 4 ． A － 5 ，ロー 1

並　　　　　　　　　 行 Ⅶ一一一一→ lV ⑬ 0　－ 1 1

小投資 不安定部 門先行
Ⅱ・・■一一ヰ Ⅵ 一手 Ⅳ

⑬
0　－ 9

Ⅱ一一・争 Ⅴ→ lV A 一 占， U － 2

2　大投資部門と小投資部門の関連性

経営展開の方向性及び展開へのタイプ分類の事例か

ら，特に畑作経営における大きな問題として指摘され

る事項は．大投資部門から小投資への志向型で大投資

部門を経営内から排除してゆくタイプである。大投資

部門として，この調査からとらえられた作目は，酪農・

ホップに代表されるが，特に酪農に大きな変化が見ら

れる。現に最近まで酪農を中心として今後も拡大しな

がら生長してゆくものと目されていた地域が土壌改造

の導入により，酪農部門の資木の香槙と技術を放棄し，

野菜作への転換は農家にとってかなりの勇気と決断を

迫られる。

このことが．酪農と他の畑作商品作目との相違点で

あり，畑作経営の展開上．大きな課題として見逃せな

い。

そこで固定投資の大きい酪農と，土壌改造に伴う野

菜作の経営的な特性を明らかにし，今後の畑作経営の

方向と論理を究明する。

5　酪農部門

1）土地利用における飼料作物の評価

土地利用における飼料作物は，中間生産物であり一

般的な流通が成り立っていないため，栽培面横で他商

品作物と単純に収益比較ができにくい特性がある。酪

農における土地利用の展開は，外延的な草地の拡大と，

内面的な飼料作物の増収による拡大が一般的である。

そこで，農家における土地利用の実態から，自給飼料

の標準的な評価を導き出すため．乳牛頭数規模別に飼

料作付延面揃．購入飼料，産乳量の相互の関連から利

用価値を出し，更に乳牛頭数拡大に伴う酪農部門の収

益性から自給飼料の適正価値を評価した。この両者の

相互関連又は調和点を兄いだすことにより．始めて酪

農部門に1おける経営的な評価として自給飼料の適正価

値を導きだすことができ，他畑商品作物との収益比較

が可能となる。
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2）自給飼料の利用価値

自給飼料の利用価値を高めるには，生産量の拡大と

良質化により利用効率をあげ産乳効果を高めることで

あり，自給飼料の多給による購入飼料の節減は酪農部

門の安定化をもたらす。しかし現状の酪農家は，多頭

化することにより粗飼料の不足を購入飼料で補い産乳

量の増加を計りつゝ飼料給与構成による前後のバラン

スを保たせている例が多く，整理したのが第2蓑であ

る。

第2表　飼料1a当り利用価値

経 産　 牛 飼　 料　 作 購 入 飼 料
乳 代 増 分

C （円 ）

旦二呈旦

A （円 ）
頭 数 規 模 面 積 増 分 費 増　 分

（東 ） A （h a ） B （円 ）

2
－ ー

5 0．48 5 5．75 7 2 12，200 2，18 2

4 0．58 5 ス8 98 2 1 5，2 00 1，75 9

5 0．7d 8 4，0 85 2 6 5，5 50 1，2 79

占 0．28 5 管295 2 掃 100 5，5 04

8 ～ 10 1．80 19 0，989 8 1 0，8 5 0 1，450

12 － 14 1．58 28 5，12 4 占54．2 50 5 5 8

1 5 ■－ノ16 1．25 2 1 5，42 9 79 0．6 50 2，9 25

1 8 ～ 2 0 1．25 2 5 6，0 00 1，08 5，750 4，574

自給粗飼料の代替による購入飼料の増分によって乳

量を増加されることになるため，Aは購入飼料増分B

に相当する飼料作物の利用価値と見ることができ，飼

料作付1a当り利用価値B／Aで算出することができ，

乳量の増分効果とみなすことができる。また飼料標準

による牛乳1毎生産に要する濃厚飼料のTI）N量からの

推算では，ほぼ2倍に等しいため，2BをとりC－2B／A

による試算の結果，飼料a当り平均利用価値は2，49占円

となった。

5）自給飼料の収益性と評価

乳牛頭数の増加により，費用は頭数に附随して増加

第4蓑　主要野菜10a当り収益

してゆくが，それにも増して粗収益の増加が見られ，

反面，合理的費用の節減によるコストの低下が見られ

るので規模拡大の原理が生れてくるのは他作日と同様

である。

第5表は．酪農家の実態を単純に整理した収益結果

である。酪農部門の収益は，頭数規模の拡大に伴い

所得が増加しそれに附随して飼料作物の収益も増加し

てくる。

第5衰　頭数規模別飼料作乱当り収益

経 産　 牛 頭 数 規 模 飼 料 作 延 飼 料 a 当 1 日 当 り

頭 数 規 模 別　 所　 得 面　　 積 り　 収 益 労 働 報 酬

2

円 h a 円 　 円

5 9 41 14 ，48 4 0．7 8 1，5 2 8

5 17 2，4 4 0 1．2 5 1．4 0 1 77 1

4 5 5 1，5 0 1 1．7 9 1，9 °2 1，17 1

5 4 0 具7 5 5 2．5 5 1．8 0 8 1，2 5 0

d 5 5 2，25 ° 2 ．8 5 1，8 8 1 1，4 75

8 ～ 10 1．0 5 2 ．4 0 0 4．4 5 2，5 75 2，0 0 1

12 － 14 1，5 1 5．2 0 0 5．9 9 2，4 2 9 2，5 49

15 ～ 18 1，8 8 5，5 0 0 ス2 2 2，5 8 1 5．0 5 8

18 へ′2 0 2，0 0 5，0 0 0 8．4 7 2，5 占7 2，9 8 5

したがって自給飼料の評価は，飼料生産部門と飼養

管理部門との相互の調和点に達した時，始めて適正な

価値として評価されるため．飼料作のa当り自給飼料

の収益が粗飼料の利用価値とほぼ等しくなる規模，

2，429円の12～14頭の頭数段階で一応安定化がなさ

れるものとみられる。この段階での1日当り家族労働

報酬は2，549円前後である。

4　畑商品作目部門（特に野菜部門）

野菜の技術水準は，農家間にはかなりの差が認めら

れ栽培面積による差が少なく，ばらつきが大きいため

抽出農家における主要品目の経済試算を行った（第4

表）。

　　 作 物 名

項 目

ス イ ー ト

コ ー ン′

短 棍

ニ ン ジ ン
キ ュ ウ リ

レタス 直 播 （探 地 ） レ タス 育 苗 マ ル チ

タ バ コ ホ ッ プ

A B A B

1 戸 当 り栽 培 面 積 5 0 8 5 0 2 0 8 5 5 5 5 0 1 0 5 0 5 7

所　　　　　　　 得
2 5 ，5 4 2 円

2 8 ，8 8 5 2 2 7こ5 1 5 5 5 ，8 2 4 8 5 ，5 7 5 4 8，8 5 5 d q ‘5 2 1 2 2 ，5 2 4 5 0 ，5 5 2

1 戸 当 り 労 働 報 酬
2 ，1 9 7 円

1．5 5 （～ 2 ，2 0 8 1．5 5 5 5 ，1 2 5 5 ，1 2 5 5 ，8 8 8 1，9 9 8 1．2 2 1

投 下 労 働 時 間 8 5 ．1 、 1 4 4 ．1 8 7 0 ．0 1 8 4 ．5 1 5 1．2 、 1 5 5 ．2 1 7 7 5 4 d Z d 4 4 1．0



ー114－ 東　北農　業　研究

この結果．野菜部門は出荷時期による価額変動が著

しく不安定な作物であると云われでいるが，所得面で

はレタス85，855円，育苗マルチdqd52円，キュウリ

227．515円，更にタバコは122．524円の高収益となって

いる。

また．労働力では集約作物である関係から労働力が

他部門より多く，おおよそ1日当り1，500－5．500円の

範囲である。

5　酪農部門と野菜部門の収益比較

上記のことから．両部門の土地利用における収益比

較は，野菜部門が集約度の高い高収益作物であるため

少頭数規模の酪農家は酪農部門を廃止し野菜部門に転

換するのは当然の現象と考えられる。一方，労働報酬

からの検討では，野菜部門が1日当り乙000－2．500円

前後であり酪農部門は，ほぼ安定と見られる12－14

頭規模の段階で2，549円となる。

したがって両部門間の経済的な有利性がなくなるため，

第17　号　（1975）

この頭数規模に達し得る農家は現在までの資本・技術

の蓄横を廃止してまで野菜作に転換するとは考えられ

ず，明らかに酪農専業志向タイプとして展開してゆく

と思われる。

4　む　　す　　び

以上の結果，新しい技術の誕生が．ただ単なる技術

の導入にとどまらず．経営内における作目の構成まで

も変えさせる大きな力となって表れてくる。この点，

土壌改造の持つ優れた特性が畑作経営の発展段階で高

く評‾価される。

しかし．土壌改造技術の導入における作目の選択な

り構成は，単純な土地利用における収益比較のみでは

解決できにくい面が多く，資本・労働力・土地所有の

程度と農家の志向と併せて今後なお検討する必要があ

ろう。

水田転換作物の最適計画の試案

－津軽の水稲ブラス転換やさい経営を対象として

前田　尚良・佐藤　　勲
（青森県農業試験場）

1　ま　え　が　き

青森県の転作面積はおよそ具500haであるが，その

実態を概観すると，津軽地域は主に果樹とやさい頬で，

南部地域は豆類と飼料作物中心の転作が多い現状であ

る。本報告は比較的やさい類の転作が実施されている

津軽地域の常盤村を調査対象地として，従来の水稲と

この転換やさいを如何に組み合わせると，対象農家の

利益が最大になるかを線型計画法で検討したものであ

る。

2　調査及び分析方法

調査は常盤村福島集落で，転換やさいの比較的導入

されている農家を4戸任意に抽出し．簿記々帳と面接

聞取調査を併用した。分析は線型計画法によった。

分析のための基礎資料の作成については，労働係数

及び投入費用は4調査農家における記帳結果（47年）

の平均的な数値を採用し．利益係数算出の基準となる

各作物の生産量と販売単価は，過去5カ年間（45－47

年）の調査の平均値で示した。販売単価は農家の庭先

価格である。ただし．水稲は47年産価格を採用した。

分析の仕方は，労働の制限量を家族労働力2人，年

間雇用労働50人とし，各作物の技術係数，利益係数

を一定にして，（1）現状の水稲と転換作物の作付面積

を対象とした場合，（2）水稲と転換作物の面積を不定

とした場合の2方法である。計算は電子計算機によっ

た。

5　対象集落の概況

調査対象地の常盤村福島集落は，津軽平野の東部に

位置し．1戸当たりの水田面積が2haと多く，普通畑

と果樹園が少なく，水田率95％の典型的な水田単作

地帯である。転換作物には，スイカ，タマネギ．ニン

ニクなどを導入し，47年から集団転作による特産や

さいの団地作りを計画中の地区である。

主要作物の生産水準は，水稲が反収840－700毎と

青森県のトップレベルにあり，調査作物のスイカ，タ

マネギ．ニンニクなどのやさい煩も県平均並み，ある


